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１．調査の目的 
  
 本調査は、『コンピュータソフトウェア業 高齢者雇用推進ガイドライン』の成果の
普及状況及び当該事業の実施前後における高齢者雇用状況等を調査、分析し、
産業別高齢者雇用推進事業の効果及び現状課題等を把握することを目的としま
す。 
  
２．調査対象 
 
 一般社団法人 コンピュータソフトウェア協会  会員企業 ３９６社 
  
３．調査手法 
 
 質問紙法（郵送配布・郵送回収） 
  
４．実施期間 
 
 平成２９年９月２５日（月）～１１月３０日（木） 
  
５．回収状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．調査結果の見方 

• グラフにおける回答の構成比（％）は、各設問の母数（ｎ）を基数とした百分率
（％）で表示しています。 

• 百分率は小数第二位を四捨五入してあるため、構成比の合計が１００．０％に
ならない場合があります。 

• 複数回答の場合には構成比の合計が１００．０％を超える場合があります。 
• 文中の「Ｍ.Ａ.」はMultiple Answer：複数回答（選択肢の中から複数を選択）の 

略称で、同表記のないものについては単一回答（選択肢の中から1つを選択）
となります。 

• 本文中のグラフ、表中の選択肢表記は、見やすさに配慮するために、語句を
簡略化してある場合があります。 

Ⅰ．調査概要 
 

配布数 回収数 回収率（％） 

396票 96票 24.2％ 
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Ⅱ． 調査結果 
 
１．基本属性 

（１）従業員構成について 

（２）定年制について 

（３）雇用機会確保措置について 
①雇用機会確保措置の内容 

2 

30名以

下 
28.4% 

31～100
名 

31.6% 

101～
300名 
18.9% 

301名以

上 
21.1% 

従業員数 

ｎ＝ 95 

5％以下 
80.0% 

6～
10％ 

11.6% 

11～
20％ 
5.3% 

21%以上 
3.2% 

内６０歳以上の比率 

ｎ＝ 95 

60歳 
72.6% 

61～64
歳 

1.1% 

65歳 
17.9% 

定年なし 
8.4% 

定年制 

ｎ＝ 95 

再雇用 
89.0% 

勤務延

長 
9.6% 

その他 
1.4% 

雇用機会確保措置 

ｎ＝ 73 



（１）ガイドラインの評価 

②制度上の上限年齢 

２．アンケート調査結果 
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62歳 
2.1% 63歳 

2.1% 

64歳 
2.1% 

65歳 
91.5% 

70歳以

上 
2.1% 

希望者全員 

ｎ＝ 47 

65歳 
94.4% 

70歳以

上 
5.6% 

基準該当者 

ｎ＝ 36 

65歳 
61.5% 

69歳 
7.7% 

70歳以

上 
30.8% 

企業が指名する者 

ｎ＝ 13 

目を通し

た 
55.2% 

目を通し

ていない 
44.8% 

ガイドラインに目を通したか 

ｎ＝ 96 

社内に

高齢者

が少ない

（いない） 
70.5% 

ガイドラ

インを

持ってい

ない 
27.3% 

その他 
2.3% 

目を通していない理由 

ｎ＝ 44 



4 

満足 
74% 

不満 
26% 

役に立っ

た 
24.2% 

どちらか

というと

役に立っ

た 
50.0% 

どちらか

というと

役に立た

なかった 
16.7% 

役に立た

なかった 
9.1% 

ガイドラインの評価 

ｎ＝ 66 

47.3% 

16.2% 

14.9% 

14.9% 

6.8% 

0.0% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

業界における高齢者雇用の動向を知ることができ

た 

高齢者雇用の課題や解決方法が分かった 

高齢者を雇用する必要性が分かった 

具体的な企業事例が参考になった 

高齢者の活用に向けた具体的対応方法が分かっ

た 

その他 

ガイドラインが役に立った理由(M.A.) ｎ＝ 74 

82.4% 

11.8% 

5.9% 

0.0% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

まだ社内に高齢者が少ない（いない）ので、対策の

必要性を感じなかった 

既に実施（対応済）の内容である 

内容が難しすぎる 

その他 

ガイドラインが役に立たなかった理由(M.A.) ｎ＝ 17 
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78.6% 

10.7% 

10.7% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

人事・総務の担当者が、必要に応じて参考にして

いる 

ガイドラインを基に自社の制度をチェックした 

定年を迎える者との話し合いの際に活用している 

全社員が見ることができるようにしている 

その他 

ガイドラインの活用状況(M.A.) ｎ＝ 56 

ある 
31.7% 

ない 
68.3% 

ガイドラインを読んで実際に変更した、

もしくは見直しを図る制度はあるか 

ｎ＝ 60 

23.1% 

17.9% 

15.4% 

10.3% 

10.3% 

7.7% 

5.1% 

5.1% 

2.6% 

2.6% 

0.0% 

0.0% 20.0% 40.0%

多様な勤務形態の導入 

継続雇用制度の見直し 

賃金制度の見直し 

定年年齢の引き上げ 

高齢者の職域開発 

スキルアップのための自己啓発支援 

定年制の廃止 

複線型の人事制度（専門職コースなど） 

作業環境・職場環境の改善 

安全対策、健康管理対策の強化 

その他 

制度を見直した場合の具体例(M.A.) ｎ＝ 39 



（２）高齢者雇用の課題と取組み 
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46.3% 

22.0% 

17.1% 

14.6% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

社内に高齢者が少ない（いない）ため必要性を感じ

なかった 

自社に合う方策ではなかった 

その他 

取り組むべき課題が明らかにならなかった 

制度を変更しなかった理由(M.A.) ｎ＝ 41 

このくら

いの分

量、体裁

でよい 
72.9% 

もっと

厚くし

て内容

を充実

させて

ほしい 
1.4% 

もっと薄

くして重

点のみを

掲載して

ほしい 
24.3% 

その他 
1.4% 

ガイドラインの分量、体裁について 

ｎ＝ 70 

32.1% 

32.1% 

31.3% 

2.3% 

1.5% 

0.8% 

0.0% 20.0% 40.0%

業界としての取組みや考え方が分かるので良い 

同業他社の高齢者雇用の動向や事例を知ること

ができ参考になる 

業界の高齢者雇用の現状が分かるので良い 

企業規模が様々であり必要ない 

国が定める法令や通達で対応できるので必要ない 

その他 

高齢者雇用を進めるために業界として取組むこと(M.A.) ｎ＝ 131 

＜その他の主な内容＞ 
現行制度で十分だから 



本事業への 
意見等 

◇ 本事業への意見・要望 

高齢者雇用の助成金の存在が十分に周知されていない。 

年齢の離れた他従業員とのコミュニケーションが心配 
働き続けることを強く希望する人達への就業の道を確保することが重要と思われ

ます。 

各社の 
課題・意見等 

◇ 各社の課題 
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17.0% 
13.7% 

11.8% 
10.8% 

9.0% 
7.1% 

6.6% 
6.6% 

5.2% 
4.7% 

4.2% 
1.4% 

0.9% 
0.9% 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

賃金と業務内容のバランス調整 
適切な業務の確保が難しい 

特にない 
新たな職務・職域への変更が難しい 

賃金額に本人の納得を得るのが難しい 
本人の能力が低下している 
人間関係面の配慮が必要 

会社全体の人件費が増加する 
労働日数、労働時間の調整・管理 

健康・体力が低下している 
本人の就業意欲が低下している 

転勤を命じにくい 
若年層の雇用を脅かす可能性がある 

その他 

高齢者雇用に関する課題(M.A.) ｎ＝ 212 
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